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令令和和５５年年度度商商工工労労働働部部のの基基本本方方針針  
  

本県は、本土復帰 50 年の節目となる令和４年５月に「新・沖縄２

１世紀ビジョン基本計画」を策定し、新たなスタートを切りました。 
同計画は、沖縄の自主性と主体性の下、沖縄の優位性や発展可能性

を存分に引き出すことで「沖縄２１世紀ビジョン」で掲げる県民全体

で共有する沖縄の将来像の実現と固有課題の解決を図り、本県の自立

的発展と県民一人ひとりが豊かさを実感できる社会の実現を目標と

しています。 
令和４年９月には、同計画に掲げた各施策を具体化し、着実に推進

するための活動計画として「新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画」を

策定したところであり、県としては、これら計画に基づく施策を推進

し、県民が望む将来像の実現に向けて全力で取り組んでまいります。 
 
経済分野を取り巻く現状として、我が国においては、コロナ禍から

の社会経済活動の正常化、景気の緩やかな持ち直しが続く一方、物価

高騰の継続による景気の下振れリスクが依然として残る状況にあり、

本県においても、電気料金・生産資材価格の高騰等により、家計の負

担増や県内事業者の収益減少などが懸念されています。 
このような状況を踏まえ、県としては、国に財政支援を求めるとと

もに、特別高圧受電事業者に対する補助を含め、引き続き、電気料金

を含めた物価高騰による県民生活や経済活動への影響に緊急かつ機

動的に対応してまいります。 
 

「「県県民民ののいいののちちとと暮暮ららししをを守守るる」」  
新型コロナウイルス感染症拡大の長期化により、多大な影響を受け

ている県経済の回復に向けて、県内事業者の事業継続に資する資金繰

りや雇用維持等への支援に加え、デジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）の推進等、ニューノーマルに対応する取組を進め、強靱で持

続可能な県経済の構築を目指してまいります。 
 

「「脱脱炭炭素素島島ししょょ社社会会のの実実現現にに向向けけたたエエネネルルギギーー施施策策のの推推進進」」  
脱炭素化に向けて、太陽光発電事業に係る補助、税制上の特例措置

等の活用促進、活用技術の調査などクリーンエネルギーの導入促進に

取り組みます。 
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「「限限りりなないい沖沖縄縄のの可可能能性性をを未未来来へへ」」  
強くしなやかな自立型経済の構築に向けては、県民所得の向上につ

ながる県内企業の「稼ぐ力」の強化に取り組むことが重要です。 
「稼ぐ力」の強化等に向けては、県内企業や農林水産業など全産業

において、ＤＸの加速化やイノベーションの促進等による生産性・収

益性の向上に取り組むとともに、海外展開やビジネス交流等による競

争力強化、スタートアップが継続的に生まれ成長するスタートアッ

プ・エコシステムの構築に向けて取り組んでまいります 
 

  

〈〈令令和和５５年年度度重重点点施施策策ににおおけけるる施施策策のの概概要要〉〉  

第第 11  経経済済分分野野－－新新時時代代沖沖縄縄のの到到来来－－  
重重点点施施策策  第第２２章章  施施策策のの概概要要ににおおけけるる商商工工部部分分をを抜抜粋粋  

  

（（１１））企企業業のの「「稼稼ぐぐ力力」」のの強強化化とと産産業業のの振振興興  

 デジタル社会に対応した足腰の強い経済構造の実現を目指し、“リ

ゾテックおきなわ”による産業ＤＸの取組を官民あげて推進し、産業

の高度化や労働生産性の向上に取り組むとともに、中小企業者等を支

援することで稼ぐ力の強化を図ります。 

情報通信産業が競争力の高い産業へと成長できるよう、ビジネスモ

デルの高度化や転換、企業連携による高度なＩＴビジネスの受注拡大

の支援に取り組みます。 

アジア有数のスタートアップハブを目指し、産学官金が一体となっ

た「おきなわスタートアップ・エコシステム・コンソーシアム」との

連携により、スタートアップの促進に取り組みます。 

コロナ後も経済発展が見込まれるアジアの活力を取り込む国際物

流拠点の形成を推進するため、物流ネットワークの強化に向けて運休

路線の復便や新規路線の誘致に取り組むとともに、「沖縄大交易会」

等の開催促進により、全国の特産品を沖縄からアジアへ輸出する流通

拠点化に取り組みます。 

海外市場への販路拡大に向け、各市場のニーズに対応した商品開発

や展示会等への出展を支援するとともに、県内事業者の海外展開促進

に向けたビジネス交流拠点の形成、海外事務所の機能強化等を推進し

ます。 

国際物流拠点産業集積地域制度等を活用した高付加価値を生み出

す企業の誘致、航空関連産業クラスターの形成など臨空・臨港型産業
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の集積を促進するとともに、その効果が地元企業の技術力や製品開発

力の向上等につながるよう、企業間のマッチング支援に取り組みます。 

ものづくり産業については、付加価値の高い製品開発や基盤技術の

高度化など県内発注を促進する取組に加え、国の研究機関等と連携し

た県内企業への先端技術導入を促進するとともに、泡盛製造業につい

ては、業界が行う自立に向けた取組を支援します。また、本県の優位

性を活かした機能性食品や先端医療等の研究開発及び事業化の促進

に取り組みます。 

共同研究等の支援や産学連携等を推進し、ＯＩＳＴや琉球大学、う

るま市州崎地区等を核としたイノベーション創出拠点の形成を促進

してまいります。 

伝統工芸産業については、おきなわ工芸の杜を拠点として、関係機

関等の有機的なネットワークの構築に取り組むとともに、人材の育成、

魅力的な商品開発やビジネスモデルの創出を推進します。 

中小企業者等の支援については、いわゆるゼロゼロ融資からの借換

需要等に対応した資金繰り支援に取り組むとともに、経営革新等によ

る生産性の向上、円滑な事業承継の推進等に支援機関と連携して取り

組みます。 

 

（（２２））働働ききややすすいい環環境境づづくくりりとと多多様様なな人人材材のの活活躍躍促促進進  

 高齢者、障がい者、女性及び若年者など、多様な人材が活躍できる

環境づくりと総合的な就業支援、正規雇用の促進に取り組むとともに、

離転職者・女性・若年者等の職業能力開発や、業界団体等が行うリス

キリングの促進などに取り組みます。 

企業の「稼ぐ力」の強化に向け、経営の効率化やイノベーションを

けん引する産業人材を育成するとともに、企業内でＤＸを推進するＩ

Ｔエンジニアやデジタル人材等の高度人材の育成に取り組みます。加

えて、奨学金返還支援等、企業による積極的な人材投資の促進に取り

組みます。 

男性の育児休業取得、多様な働き方やワーク・ライフ・バランスの

促進により、女性が活躍できる環境づくりに取り組みます。 

経済活動の再開に伴う人手不足対策については、多様な人材が活躍

できる環境づくりや、求人と求職のマッチングによる労働者の離職防

止に加え、各分野における課題やニーズに合わせた人材の育成、確保

に取り組みます。 
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